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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
累計期間

第50期
第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

第50期

会計期間

自平成20年
９月１日
至平成21年
５月31日

自平成21年
９月１日
至平成22年
５月31日

自平成21年
３月１日
至平成21年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成20年
９月１日
至平成21年
８月31日

売上高（千円） 6,830,6686,862,1362,323,0602,364,3969,291,986

経常利益（千円） 2,503,0462,643,443882,679 918,6023,476,958

四半期（当期）純利益（千円） 1,527,8541,618,744550,090 549,5112,156,305

純資産額（千円） － － 14,697,37916,324,48815,346,150

総資産額（千円） － － 16,041,52417,980,65717,159,219

１株当たり純資産額（円） － － 2,581.161,430.062,694.29

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
265.28 141.98 96.00 48.17 375.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
263.52 141.17 95.39 47.90 373.04

自己資本比率（％） － － 91.6 90.8 89.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,766,9181,935,799 － － 2,812,139

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△185,411△1,113,054 － － △663,577

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△967,034△594,151 － － △994,897

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,598,9024,358,8054,131,813

従業員数（人） － － 1,681 2,267 1,833

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

        ３．平成22年３月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、MANI MEDICAL HANOI CO.,

LTD.（ベトナム）及びマニー・リソーシズ㈱を新たに設立しました。これに伴い、当社の関係会社は子会社が２社

増加しました。

　MANI MEDICAL HANOI CO.,LTD.は、日本や欧米諸国の先進市場とは異なる市場構造が予想されるベトナムをはじめ

とするインドシナ３国や中国といったアジア市場での拡販を狙い、新たに販売拠点を設立したものであります。

　また、マニー・リソーシズ㈱は、マニー㈱の「知識・情報産業化」推進を目指すとともに、グループ内の人事の多

様性確保を目的として設立したものであります。　

　この結果、平成22年５月31日現在では、当社グループは、当社及び子会社５社により構成されることとなります。な

お、事業の内容についての変更はございません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割

合又は被所有割

合（％）

関係内容

（連結子会社）　

MANI MEDICAL HANOI

CO., LTD　

VIETNAM THAI　

NGUYEN　

Province　

８

 （10万米ドル）
当社製品の販売　

100

    

当社製品の販売　

役員の兼任（４名）あ

り　

（連結子会社）　

マニー・リソーシズ

㈱　

栃木県　

宇都宮市　

　

15

    
業務請負業　

100

    

当社の業務請負　

役員の兼任（１名）あ

り　

　　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人）    2,267(268)

　（注）従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出　　　　　

向者を含む。)であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第3四半期連結会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

　　　　

(2）提出会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 341 (80)

　（注）従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数

（人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第3四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

　当社グループは単一事業を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報に代えて、製品群別生産実績を記載して

おります。

　当第３四半期連結会計期間の製品群別生産実績は次のとおりであります。

製品群
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

サージカル関連製品（千円） 868,268 108.0

アイレス針関連製品（千円） 937,581 126.7

デンタル関連製品（千円） 738,594 81.4

合計（千円） 2,544,444 103.8

　（注）１．金額は販売価格により、かつ消費税等は含まれておりません。　　

２．サージカル関連製品…医科用縫合製品、眼科製品を主としております。 

アイレス針関連製品…医科用縫合糸メーカー向けのアイレス縫合針を主としております。

デンタル関連製品…歯科用根管治療器具、歯科用回転切削器具及び周辺機器を主としております。

(2)受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。　

(3)販売実績

当社グループは単一事業を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報に代えて、製品群別販売実績を記載し

ております。

　当第３四半期連結会計期間の製品群別販売実績は次のとおりであります。

製品群
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

サージカル関連製品（千円） 798,650 115.0

アイレス針関連製品（千円） 894,769 114.1

デンタル関連製品（千円） 670,976 79.5

合計（千円） 2,364,396 101.8

　（注）１．サージカル関連製品、アイレス針関連製品及びデンタル関連製品については、上記(1)注２のとおりです。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

B.BRAUN SURGICAL,S.A.321,221 13.8 424,061 17.9

アルフレッサファーマ㈱ 331,888 14.3 298,095 12.6

㈱モリタ　仕入課 － 　　　　  　　－ 244,485 10.3

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)財政状態（資産、負債及び純資産の状況）　　

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ821百万円増加し、17,980百万円となり

ました。これは主に、投資有価証券の取得及び繰延税金資産の増加により投資その他の資産が増加したこと、ならび

に設備の増強により有形固定資産が増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ156百万円減少し、1,656百万円となりました。これは主に、法人税の納付によ

り未払法人税等が減少したこと及び賞与引当金を取り崩したことにより流動負債が減少したことによるものであ

ります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ978百万円増加し、16,324百万円となりました。これは主に、四半期純利益

により利益剰余金が増加したことによるものであります。

(2)経営成績（業績）

　当第３四半期連結会計期間における医療機器業界は、世界金融不安から回復傾向が見え、米国・欧州のみならず、中

国をはじめとした新興国による積極財政支出が進み、景気全体が改善されてきたものの、ギリシャに端を発する一部

EU諸国の財政破綻リスクが顕在化し、長期化している円高・ドル安の影響や世界各国の医療費抑制政策強化及びグ

ローバルレベルでの競争激化、安全対策強化による高コスト化など、市場環境は依然として厳しい状況で推移してお

ります。

　このような環境下、当社グループにおきましては、従来顧客への拡販と新規顧客開拓に努め、サージカル・アイレス

関連製品が好調に推移したものの、デンタル関連製品の売上の落ち込みなどにより、売上高は、前年同期比1.8％増加

の2,364百万円になりました。デンタルにおいては、リーマンショック以降の景気低迷の影響で、患者数の減少、歯科

医師の購入品抑制といった流れの中での歯科治療機器需要減退からの回復が見られていません。これに加え、顧客の

信用悪化に伴う貿易保険打ち切り等による出荷停止の継続、ならびに新興国市場でのニセブランド品の氾濫が影響

しました。

　サージカル関連製品の売上高は、眼科ナイフ・ステイプラーが好調で798百万円（前年同期比15.0％増）、アイレス

針関連製品の売上高は、心臓血管針の輸出等が好調に推移し894百万円（同14.1％増）、デンタル関連製品の売上高

は、上記事情により670百万円（同20.5％減）となりました。

　一方、生産面について、海外工場におきましては、ベトナムの生産拠点MANI HANOI CO.,LTD.(当社100%出資)は、旧

MANI-MEINFA CO.,LTD.（現Song Cong工場）との統合による効率化を目指して、工程の見直し(移管)作業に努めると

ともに、日本国内生産工程の受入れと生産規模の拡大、ならびに品質向上と原価低減を実現するため、Pho Yen第５，

６期工場の建設を進めてまいりました。またミャンマーの生産拠点MANI YANGON LTD.(MANI HANOI CO.,LTD.100%出

資)につきましては、引き続き生産性向上に努めてまいりました。さらに、前期設立したラオスの生産拠点

MANI VIENTIANE CO.,LTD.(MANI HANOI CO.,LTD.100％出資)につきましても、本格稼働いたしました。国内工場にお

きましては、新製品の量産準備と並行して、国内から海外拠点への生産工程移管の強力な推進と、従来品増産のため

の設備投資に力を入れてまいりました。

　開発及び販売の面では、当第３四半期連結会計期間中に新製品は発売いたしませんでしたが、引き続き、業務の強化

ならびに効率化に努めるとともに、新製品開発に力を入れてまいります。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は2,364百万円（前年同期比1.8%増）、営業利益は900百万円

（同3.8%増）、経常利益は918百万円（同4.1%増）、四半期純利益は549百万円（同0.1%減）となりました。

所在地別セグメントの業績を示すと以下のとおりであります。

①日本

　サージカル・アイレス関連製品が好調に推移したものの、デンタル関連製品の売上の落ち込みにより2,371百万円

（前年同期比2.1％増）となりました。一方、利益につきましては、原価低減、経費節減を推し進めたことで営業利益

は882百万円（同2.4％増）となりました。
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②アジア

　MANI HANOI CO.,LTD.（ベトナム）及びMANI YANGON LTD.（ミャンマー）の売上数量の増加による増収等により、

アジア全体の売上高は231百万円（前年同期比62.1％増）となりました。一方、利益につきましても増収により、アジ

ア全体の営業利益は35百万円（同286.9％増）となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間

末に比べ103百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には4,358百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、455百万円（前年同期比0.7％増）となりました。これは主に、減価償却費が減少し

た一方、仕入債務の増減額及び税金等調整前四半期純利益が増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、241百万円（同41.2％増）となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入

及び投資有価証券の売却及び償還による収入が増加した一方、投資有価証券の取得による支出が増加したことなら

びに有価証券の売却及び償還による収入がなかったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、322百万円（同43.3％減）となりました。これは主に、提出会社による配当金の支

払が増加した一方、自己株式の取得による支出がなかったこと等によるものであります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は医療機器メーカーとしての相応の事業規模を有するにいたっており、その事業範囲も手術用縫合針、歯科医

療機器、各種手術機器と比較的広い範囲に及び、また、海外での生産を拡大し、輸出比率も65％超となる等、グローバ

ルな業務の展開を行っております。製品の高い品質を通じたエンドユーザーである医師との長期的かつ永続的な信

頼関係の維持こそがこうしたオペレーションを支える原点であるだけに、必然的に長期的、グローバルな視野に

立った経営が不可欠となります。

　したがって、当社株式買付の提案を受けた場合に、その買付が近視眼的な視野に立っていないか等、当社の企業価

値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断するためには、買付者の提案する事業計画の実現可能性・適法性、

当社の有形無形の経営資源、ステークホルダーに与える影響とそれが企業価値に及ぼす影響、将来を見据えた施策

の潜在的効果、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社の実情等につき十分に把握する必

要があると考えています。

　勿論、当社は、当社支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主の皆様の意思に基づい

て行われるべきものと考えており、株式の大規模買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するもの

であれば、これを否定するものではありません。

　当社取締役会は、上記に鑑みて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式の大量取得行

為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えています。

　また、当社の株主構成は現経営陣による安定的な状況となっているものの、当社役員等の発行済株式に占める保有

割合を低下させているところから、中長期的な事業領域の拡大に結びつく新規事業への投資等に伴い、資本市場に

おける資金調達もひとつの選択肢として考えられ、今後他社と業務資本提携を行う等の事由で株主構成が変化する

可能性も否定はできません。役員の異動や大株主である役員等が各々の事情に基づき株式の譲渡その他の処分をす

ることによって、現在の安定的な株主構成を維持できない事態も起こり得るものと考えています。

　こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により企業価値・株主共同の利益が毀損さ

れることを防止するためには、対応策として買収防衛策の導入が必要であると判断いたしました。
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②不適切な支配の防止のための取組み

　当社は、上述の基本的考え方につき株主の皆様のご承認をいただき、平成19年11月開催の定時株主総会において、

当社株式の大規模買付行為への対応方針（以下「本対応策」といいます。）を導入しました。

　本対応策は、当社株式の大規模買付行為が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために

必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・

株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

　具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付又は公開買付を実施しようとする買付者には、必

要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。一方、当社取締役会は独立性の高い３名以上の社外取締

役のみで構成する特別委員会を設置し、特別委員会は外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の検討、株主

の皆様への情報開示と代表執行役の提示した代替案の開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本対応策の手

続を順守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付であると特別委員会が判断した場合は、

対抗措置の発動（買付者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実

施）を取締役会に勧告し、その勧告を受けた取締役会は、対抗措置発動についての承認を議案とする株主総会を開

催し株主の皆様の意思を確認することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。

　なお、本対応策の詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.mani.co.jp/）の平成19年

10月5日付発表分に掲載しております。

③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

　当社取締役会は、以下の理由から、本対応策が基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうもので

はなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。

ア．株主意思の反映

　本対応策は、その基本的考え方については、平成19年11月開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に

導入しております。また大規模買付行為を受け入れるか否かは最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

という方針で貫かれており、特別委員会により対抗措置を発動すべきとの勧告が取締役会に出された場合にも、同

様にその勧告により株主総会が招集され、株主の皆様の決議によりはじめて発動が可能となります。

イ．独立性の高い社外者の判断と情報開示

　当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性の高い社外取締役のみから

なる特別委員会を構成することにより、当社の業務を執行する経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理性を担

保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、買付が

当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えています。

　さらに、特別委員会の判断の透明性を高めるため、大規模買付者から提出された大規模買付意向表明書の概要、大

規模買付者の買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項に

ついて、原則として株主の皆様に対しすみやかに情報開示を行います。

ウ．本対応策発動のための合理的な客観的要件の設定

　本対応策は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動の勧告がなされないように設定

されています。これにより、当社の役員による恣意的な発動を防止します。

エ．第三者専門家の意見の取得

　特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサル

タントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができます。これにより、特別委員会による判断の公正さ、

客観性がより強く担保されます。

(4)研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、177百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設につい

て重要な変更があったものは、次のとおりであります。

　MANI HANOI CO.,LTD.の工場建物の投資予定金額は、業者選定について検討を進めた結果、当初の400百万円から

345百万円に変更いたしました。これによる完成予定月及び完成後の増加能力等の変更はありません。

　なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年７月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,789,000 11,792,000
大阪証券取引所　　　　（Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数

100株

計 11,789,000 11,792,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・オプ

ション）の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）は、次のとおりで

あります。

　(1)平成15年11月27日開催の定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　900（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）     90,000（注）５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,182（注）２、５

新株予約権の行使期間
自　平成17年12月１日

至　平成22年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,182（注）５

資本組入額　591（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、か

かる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で対象者が行使していない本件新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる単元未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または株式交換もしくは

株式移転を行い完全親会社となる場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または株式交換もしくは

株式移転を行い完全親会社となる場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．(1)対象者は、本件新株予約権の行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員(海外

出向社員を含む)であることを要する。但し、対象者である取締役及び監査役が任期満了により退任した場

合、及び従業員(海外出向社員を含む)が定年により退職した場合は行使できる。

(2)対象者の相続人による本件新株予約権の行使は認められないものとする。

(3)対象者は、下記の（4）で定める制限に抵触する場合を除き、一度の手続において付与を受けた本件新株予
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約権の全部または一部（当社の１単元の株式数またはその整数倍に限る。）を行使することができる。但

し、対象者が行使できる回数は年間（１月１日から12月31日）２回を上限とする。

(4)対象者は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日ま

で）金1,200万円（または、行使時において租税特別措置法上定められた制限）を超えないように、本件新

株予約権を行使しなければならない。

(5)当社が他社の完全子会社となるために株式交換を行う場合または株式移転を行う場合、株式交換の日また

は移転の日に先立ち、取締役会決議に基づき、新株予約権の行使を合理的に制限し、かつ、対象者が行使して

いない新株予約権を失効させることができるものとする。

(6)その他権利行使に関する条件については、対象者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとす

る。

４．新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

５．平成22年２月９日開催の取締役会決議により、平成22年３月１日付で１株を２株とする株式分割を行っており

ます。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込

金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。　

　

　(2)平成17年11月25日開催の定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）     3,084（注）５

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 308,400（注）５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,509（注）２、５

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月１日

至　平成24年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　3,509（注）５

資本組入額　1,755（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、か

かる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で対象者が行使していない本件新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる単元未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または株式交換もしくは

株式移転を行い完全親会社となる場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により、1株当たりの払込金

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとする。

     
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１株当たり時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式」に読

み替えるものとする。

　上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または株式交換も

しくは株式移転を行い完全親会社となる場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．(1)対象者は、本件新株予約権の行使時において、当社の取締役、執行役または従業員(海外出向社員を含む)で

あることを要する。但し、対象者である取締役及び執行役が任期満了により退任した場合、及び従業員(海外

出向社員を含む)が定年により退職した場合は行使できる。

(2)対象者の相続人による本件新株予約権の行使は認められないものとする。

(3)対象者は、下記の（4）で定める制限に抵触する場合を除き、一度の手続において付与を受けた本件新株予

約権の全部または一部（当社の１単元の株式数またはその整数倍に限る。）を行使することができる。但

し、対象者が行使できる回数は年間（１月１日から12月31日）２回を上限とする。

(4)対象者は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日ま

で）金1,200万円（または、行使時において租税特別措置法上定められた制限）を超えないように、本件新

株予約権を行使しなければならない。

(5)当社が他社の完全子会社となるために株式交換を行う場合または株式移転を行う場合、株式交換の日また

は移転の日に先立ち、取締役会決議に基づき、新株予約権の行使を合理的に制限し、かつ、対象者が行使して

いない新株予約権を失効させることができるものとする。

(6)その他権利行使に関する条件については、対象者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとす

る。

４．新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

５．平成22年２月９日開催の取締役会決議により、平成22年３月１日付で１株を２株とする株式分割を行っており

ます。これにより、「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込

金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成22年３月１日

（注）１　
5,888,40011,776,800 ― 928,331 ― 975,911

　平成22年３月１日～

平成22年５月31日

（注）２　

12,20011,789,0007,210 935,541 7,210 983,121

　（注）１．平成22年３月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。　

　　　  ２．新株予約権（ストック・オプション）の行使により、発行済株式総数が12,200株、資本金及び資本準備金がそれ

ぞれ7,210千円増加しております。

　　　　３．平成22年６月１日から平成22年６月30日の間に、新株予約権（ストック・オプション）の行使により、発行済株

式総数が3,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,773千円増加しております。　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

  

（７）【議決権の状況】

　当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年2月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）
　　　普通株式

　　　　　　　186,800
　　　　　　　　　－ －

完全議決権株式（その他）
　　　普通株式

　          5,699,600
56,996 －

単元未満株式
　　　普通株式

　　　　　　　　2,000
　　　　　　　　　－ －

発行済株式総数 5,888,400　　　　　　　　　－ －

総株主の議決権 　　　　　　　　　－ 56,996 －

　（注）平成22年３月１日付をもって１株を２株に株式分割したことにより、当第３四半期会計期間末日現在の発行数は

5,888,400株増加し、11,776,800株となっております。　
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②【自己株式等】

 平成22年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

マニー株式会社
栃木県宇都宮市清原工業

団地8番3　
186,800 － 186,800 3.17

計 － 186,800 － 186,800 3.17

　（注）平成22年３月１日付をもって１株を２株に株式分割したことにより、当第３四半期会計期間末日現在の発行数は

186,800株増加し、373,600株となっております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
９月

 
10月

 
11月

 
12月

平成22年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

最高（円） 6,770 6,800 6,380 6,170 6,870
6,990

*3,560　
3,720 3,740 3,415

最低（円） 6,190 6,150 5,500 5,580 5,500
5,990

*3,210　
3,310 3,310 3,050

　（注）　1.最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであり、それ以前は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。

          2.*印は、株式分割（平成22年３月１日、１株→２株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から

平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,362,596 3,136,427

受取手形及び売掛金 1,510,932 1,581,801

有価証券 1,196,375 1,399,575

製品 637,992 634,825

仕掛品 1,207,789 1,186,456

原材料及び貯蔵品 594,937 465,342

繰延税金資産 108,268 167,047

その他 97,430 118,772

貸倒引当金 △2,266 △2,398

流動資産合計 8,714,056 8,687,849

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,570,187

　※1
 2,641,719

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2
 1,549,265

　※1,※2
 1,587,259

土地 1,146,656 1,146,656

その他（純額） 　※1,※2
 504,510

※1,※2
 278,367

有形固定資産合計 5,770,619 5,654,002

無形固定資産

のれん 5,521 11,043

ソフトウエア 26,498 31,103

その他 32,633 22,356

無形固定資産合計 64,653 64,504

投資その他の資産

投資有価証券 2,884,569 2,221,903

保険積立金 335,796 332,079

繰延税金資産 174,686 148,824

その他 36,275 54,459

貸倒引当金 － △4,403

投資その他の資産合計 3,431,328 2,752,863

固定資産合計 9,266,601 8,471,370

資産合計 17,980,657 17,159,219
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 146,448 82,840

未払金 370,085 426,848

未払法人税等 316,374 638,454

賞与引当金 116,197 210,424

その他 302,279 69,520

流動負債合計 1,251,385 1,428,088

固定負債

退職給付引当金 158,193 152,820

役員退職慰労引当金 228,190 213,760

その他 18,400 18,400

固定負債合計 404,783 384,980

負債合計 1,656,169 1,813,069

純資産の部

株主資本

資本金 935,541 921,594

資本剰余金 983,121 969,174

利益剰余金 15,871,990 14,880,126

自己株式 △1,159,422 △1,159,422

株主資本合計 16,631,230 15,611,471

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △16,555 △7,098

為替換算調整勘定 △290,186 △258,223

評価・換算差額等合計 △306,741 △265,321

純資産合計 16,324,488 15,346,150

負債純資産合計 17,980,657 17,159,219
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 6,830,668 6,862,136

売上原価 2,852,706 2,697,471

売上総利益 3,977,961 4,164,664

販売費及び一般管理費 ※
 1,515,696

　※
 1,567,897

営業利益 2,462,265 2,596,767

営業外収益

受取利息 42,061 38,571

受取配当金 6,839 8,058

為替差益 － 7,928

補助金収入 6,180 －

その他 4,114 7,293

営業外収益合計 59,195 61,851

営業外費用

支払利息 140 702

為替差損 275 －

投資事業組合運用損 14,313 12,362

支払手数料 3,182 －

その他 502 2,110

営業外費用合計 18,414 15,175

経常利益 2,503,046 2,643,443

特別利益

固定資産売却益 － 332

貸倒引当金戻入額 － 398

保険解約返戻金 11,041 －

特別利益合計 11,041 730

特別損失

固定資産除却損 1,137 1,209

投資有価証券評価損 1,951 1,722

保険解約損 39,997 －

役員退職慰労金 30,670 －

特別損失合計 73,756 2,931

税金等調整前四半期純利益 2,440,331 2,641,241

法人税、住民税及び事業税 838,343 983,209

法人税等調整額 74,133 39,288

法人税等合計 912,477 1,022,497

四半期純利益 1,527,854 1,618,744
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 2,323,060 2,364,396

売上原価 951,370 910,352

売上総利益 1,371,690 1,454,043

販売費及び一般管理費 ※
 504,075

　※
 553,560

営業利益 867,614 900,482

営業外収益

受取利息 12,505 13,200

受取配当金 3,776 4,176

為替差益 5,608 6,431

その他 1,115 3,505

営業外収益合計 23,005 27,314

営業外費用

支払利息 46 210

投資事業組合運用損 5,701 6,884

支払手数料 1,873 －

その他 319 2,099

営業外費用合計 7,940 9,194

経常利益 882,679 918,602

特別利益

固定資産売却益 － 332

投資有価証券評価損戻入益 368 －

特別利益合計 368 332

特別損失

固定資産除却損 444 608

特別損失合計 444 608

税金等調整前四半期純利益 882,604 918,325

法人税、住民税及び事業税 278,008 315,506

法人税等調整額 54,505 53,308

法人税等合計 332,513 368,814

四半期純利益 550,090 549,511
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,440,331 2,641,241

減価償却費 775,075 561,789

のれん償却額 5,521 5,521

貸倒引当金の増減額（△は減少） 77 △4,535

賞与引当金の増減額（△は減少） △85,245 △93,790

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22,199 5,990

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △44,237 14,430

受取利息及び受取配当金 △48,900 △46,629

支払利息 140 702

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） － △332

固定資産除却損 1,137 1,209

投資事業組合運用損益（△は益） 14,313 12,362

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） － △559

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 1,951 1,722

売上債権の増減額（△は増加） △67,718 74,656

たな卸資産の増減額（△は増加） △301,109 △161,413

その他の流動資産の増減額（△は増加） 95,749 36,809

仕入債務の増減額（△は減少） 10,276 63,608

未払金の増減額（△は減少） △50,677 △142,173

その他の流動負債の増減額（△は減少） 183,858 233,767

保険解約損益（△は益） 28,955 －

役員退職慰労金 30,670 －

その他 △990 9,896

小計 3,011,378 3,214,274

利息及び配当金の受取額 31,915 27,627

利息の支払額 △140 △1,489

法人税等の支払額 △1,276,235 △1,304,613

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,766,918 1,935,799

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △400,000

定期預金の払戻による収入 － 400,000

有価証券の取得による支出 － △199,895

有価証券の売却及び償還による収入 200,000 402,775

投資有価証券の取得による支出 △162,411 △791,609

投資有価証券の売却及び償還による収入 500,000 101,007

投資事業組合分配金による収入 4,000 1,500

有形固定資産の取得による支出 △746,647 △612,527

無形固定資産の取得による支出 △18,740 △15,335

保険積立金の積立による支出 △5,332 △3,717

保険積立金の解約による収入 41,905 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） 2,315 －

その他 △500 4,748
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,411 △1,113,054

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 1,182 27,895

自己株式の取得による支出 △536,437 －

配当金の支払額 △431,778 △622,046

財務活動によるキャッシュ・フロー △967,034 △594,151

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,609 △1,601

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 602,863 226,992

現金及び現金同等物の期首残高 2,996,039 4,131,813

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,598,902

　※
 4,358,805
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１.連結の範囲に関する事項

の変更         

(1）連結の範囲の変更

 　MANI-MEINFA CO.,LTDは、平成21年７月１日付でMANI HANOI CO.,LTD.に吸収合併

されたため、連結の範囲から除かれております。

　当第３四半期連結会計期間よりMANI MEDICAL HANOI CO.,LTD.及びマニー・リソー

シズ㈱は新たに設立したため連結範囲に含めております。

　

 (2）変更後の連結子会社の数 　５社   

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　                  5,606,327千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

5,189,464千円

※２　圧縮記帳

　過年度に取得した資産のうち、国庫補助金等による

圧縮記帳額は6,249千円であり四半期連結貸借対照

表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

　なお、その内訳は、工具器具備品等6,249千円であり

ます。

※２　圧縮記帳

　過年度に取得した資産のうち、国庫補助金等による

圧縮記帳額は6,249千円であり連結貸借対照表計上

額はこの圧縮記帳額を控除しております。

　なお、その内訳は、工具器具備品等6,249千円であり

ます。

　３　輸出手形割引高（信用状なし）

   19,009千円

　３　輸出手形割引高（信用状なし）　

　 30,145千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

給料手当   247,791千円

広告宣伝費    109,871千円

賞与引当金繰入額    18,206千円

退職給付費用     20,850千円

役員退職慰労引当金繰入額     15,250千円

研究開発費     514,570千円

減価償却費     92,396千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

給料手当   320,193千円

広告宣伝費    134,131千円

賞与引当金繰入額    25,813千円

退職給付費用     20,724千円

役員退職慰労引当金繰入額     14,430千円

研究開発費     485,495千円

減価償却費     84,636千円
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

給料手当     64,872千円

広告宣伝費     40,841千円

賞与引当金繰入額    18,206千円

退職給付費用     7,920千円

役員退職慰労引当金繰入額     3,170千円

研究開発費     168,861千円

減価償却費     31,410千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

給料手当     126,983千円

広告宣伝費     46,153千円

賞与引当金繰入額    25,813千円

退職給付費用     6,751千円

役員退職慰労引当金繰入額     3,280千円

研究開発費     177,099千円

減価償却費     29,040千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年5月31日現在） （平成22年5月31日現在）

現金及び預金勘定     2,204,263千円

有価証券勘定     1,397,642千円

取得日から償還日までの期間が

3ヶ月を超える債券　
△3,003千円

現金及び現金同等物    3,598,902千円

 

現金及び預金勘定     3,362,596千円

有価証券勘定     1,196,375千円

取得日から償還日までの期間が

3ヶ月を超える債券　
△200,166千円

現金及び現金同等物    4,358,805千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　

平成22年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　      　　11,789,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 　　　　　373,792株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額　

 
決　議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月9日

取締役会
普通株式 284,790 50平成21年8月31日平成21年11月9日利益剰余金

平成22年3月17日

取締役会
普通株式 342,090 60平成22年2月28日平成22年5月6日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日　至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

　当社グループは、医療機器の製造及び販売を業としており、単一事業を営んでおります。従って、当該事業以外

に事業の種類がないため、該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日　至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年９月１日　至平成22年５月31日）

　当社グループは、医療機器の製造及び販売を業としており、単一事業を営んでおります。従って、当該事業以外

に事業の種類がないため、該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 2,323,060 － 2,323,060 － 2,323,060

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 142,771 142,771(142,771) －

計 2,323,060142,7712,465,831(142,771)2,323,060

営業利益 862,013 9,253 871,266 (3,651) 867,614

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

      ２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

          アジア……ベトナム、ミャンマー

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 2,364,396 － 2,364,396 － 2,364,396

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
7,190 231,459 238,649(238,649) －

計 2,371,586231,4592,603,046(238,649)2,364,396

営業利益 882,874 35,803 918,678(18,195)900,482

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

      ２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

          アジア……ベトナム、ミャンマー、ラオス　 
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年５月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 6,830,668 － 6,830,668 － 6,830,668

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 423,489 423,489(423,489) －

計 6,830,668423,4897,254,158(423,489)6,830,668

営業利益 2,431,27439,1452,470,420(8,155)2,462,265

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……ベトナム、ミャンマー

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(１)に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」で14,771千円減少しております。

４．追加情報

　（有形固定資産の耐用年数の変更） 

    　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、耐用年数を12年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より７年に変更しております。この変更は、平成20年度税制改正における減価償却資産の耐

用年数等に関する省令の改正を契機に、機械装置の法定耐用年数を見直したことによるものであります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」で130,073千円減少しております。 　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 6,862,136 － 6,862,136 － 6,862,136

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
7,190 615,816 623,006(623,006) －

計 6,869,326615,8167,485,143(623,006)6,862,136

営業利益 2,540,492100,0452,640,538(43,771)2,596,767

　（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

アジア……ベトナム、ミャンマー、ラオス　
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 170,424 585,255 604,587 222,5331,582,800

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 2,323,060

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
7.3 25.2 26.0 9.6 68.1

  （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………………米国、カナダ、メキシコ

欧州………………スペイン、ドイツ、フランス他欧州諸国

アジア……………中国、インド、台湾他アジア、中近東諸国

その他の地域……ロシアを含む上記地域以外の諸国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

         当第３四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 181,899 668,254 534,915 136,3031,521,373

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 2,364,396

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
7.7 28.2 22.6 5.8 64.3

  （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………………米国、メキシコ、カナダ

欧州………………スペイン、ドイツ、イタリア他欧州諸国

アジア……………中国、インド、トルコ他アジア、中近東諸国

その他の地域……ロシアを含む上記地域以外の諸国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

         前第３四半期連結累計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年５月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 561,9881,576,7911,835,568638,4744,612,824

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 6,830,668

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
8.2 23.1 26.9 9.3 67.5

  （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………………米国、カナダ、メキシコ

欧州………………スペイン、ドイツ、フランス他欧州諸国

アジア……………中国、インド、台湾他アジア、中近東諸国

その他の地域……ロシアを含む上記地域以外の諸国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 586,8661,888,7971,663,398474,3474,613,409

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 6,862,136

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
8.6 27.5 24.2 6.9 67.2

　（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………………米国、カナダ、メキシコ

欧州………………スペイン、ドイツ、イタリア他欧州諸国

アジア……………中国、インド、台湾他アジア、中近東諸国

その他の地域……ロシアを含む上記地域以外の諸国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

 　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年８月31日）

１株当たり純資産額 1,430.06円 １株当たり純資産額 2,694.29円

  （注）　当社は、平成22年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計年

度の開始の日に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は1,347.15円であ

ります。

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 265.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
263.52円

１株当たり四半期純利益金額 141.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
141.17円

　（注）１. １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 1,527,854 1,618,744

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,527,854 1,618,744

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,759 11,400

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 38 65

　（うち新株予約権（千株）） (38) (65)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――――　 ―――――――　
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　      ２．当社は、平成22年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会計

年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第３四半期連結累計期間に係る１株当たり四半期純利

益金額は132.64円、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は131.76円であります。　

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 96.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
95.39円

１株当たり四半期純利益金額 48.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
47.90円

　（注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 550,090 549,511

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 550,090 549,511

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,729 11,407

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 36 63

　（うち新株予約権（千株）） (36) (63)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――――　 ―――――――　

        ２．当社は、平成22年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割が前連結会

計年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第３四半期連結会計期間に係る１株当たり四半期純

利益金額は48.00円、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は47.70円であります。　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

 （剰余金の配当）

　当社は、平成22年３月17日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。　

　①配当金の総額　　　　　　　　342,090千円

　②１株当たり配当金　　　　　　　　   60円

  ③基準日　　　　　　　 　平成22年２月28日 

　④効力発生日　　　　　 　平成22年５月６日

（注）平成22年２月28日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行いました。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年７月８日

マニー株式会社   

取 締 役 会　御中   

  　

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松田　道春　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鎌田　竜彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　正勝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマニー株式会社の平

成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マニー株式会社及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年７月７日

マニー株式会社   

取 締 役 会　御中   

  　

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松田　道春　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　正勝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマニー株式会社の平

成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マニー株式会社及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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